
1　事業の概要

①　成果目標（H24)

②　事業内容

　国庫支出金

　県　債

　その他（　　　　　　）手数料 ）

　一般財源

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

今後、事業

をどのよう

にしていき

たいか。

　　□ 事業を実施しない　　　　　□ 事業を見直して実施　　　　　■ 事業を現行どおり実施

　運転免許保有者に対する適正な各種講習を実施し、運転者の規範意識の向上、交通事故の総量抑制を図る。

 概算事業費（B（A）+C） 539,032 477,651 414,310 414,928

目標に対

する成果

の状況

　運転免許更新時講習をはじめとした各種講習を適正に実施した結果、交通事故死者数が昭和31年以来56年ぶりに100人を下回る（97

人）など、運転者の安全意識の高揚に努め、交通事故の抑止及び減少を図った。

  運転免許保有者数：1,486,765人　　　講習等受講者数：321,821人

概　算

人件費

0.01 0.01 0.01 0.01

83 83 83 83

538,949 477,568 414,227

90人

以下
合計（A) 528,315 492,448 444,376 414,845

Aの

財源
528,315 492,448 444,376 414,845

成果 達成状況

補正予算

交通事故死者数

H23

115人

100人

以下

97人 達成

事

 

業

 

コ

 

ス

 

ト

区　　分（単位：千円） 22年度 23年度 24年度24年度24年度24年度 25年度 成果目標の達成状況

予

算

額

前年度繰越

項目

現況

（見込）

Ｈ２４
H25

目標
当初予算 528,315 492,448 444,376 414,845 目標

合計 444,376 414,227 414,845

委託

・安全運転管理者講習、行政処分者講習、違反者講

習等各種講習に要する委託料

416,766 387,378 387,172

４．講習用機材整備 直接 ・運転シュミレータ、各種講習用機器のリース料 25,387 25,276 25,340

○　長野県中期総合計画の目標である「平成24年までに交通事故死者数100人以下」の実現を目指して、各種講習の実施に当た

  り、講習対象に応じた適正な講習を実施し、交通の安全と交通事故の抑止に資する。

○　講習資器材の整備、講習内容、講師等のレベルアップにより、各種講習内容の充実を図る。

事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H24事業実績

H24 H25

（当初） （決算） （当初）

１．取消処分者講習経費 直接 ・講習用機材、講習用機器の整備等 1,314 1,004 1,467

２．初心運転者講習経費 直接 ･受講証明書の発行、通知業務等 909 569 866

３．各種講習経費

～

目指す姿

　道路交通法に基づく各種講習を実施し優良な運転者の醸成と安全意識の高揚を図るとともに、道路における危険を防止して交通の安

全と円滑を図り、交通事故の総量抑制を目指す。

現　　状

○　交通事故死傷者数は、平成１４年以降減少傾向にあり、平成２３年中は１３，３７６人であったが、未だ１万人を超え、高止まりの状態

  である。

○　飲酒運転や著しい速度超過をはじめとした悪質な違反による悲惨な交通事故が依然として後を絶たない状況にある。

○　増加傾向にある高齢者が関わる交通事故の防止や交通安全に対する意識の高揚が課題となっている。

県が関与

する理由

■法令等義務 □内部管理 □県でなければ実施不可　【左記の説明、根拠法令等】

□民間、市町村でも実施可能だが、県関与の必要性有 道路交通法第１０８条の２、第１０８条の３

道路交通法施行令第３７条の６、第３７条の６の２

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事業番号 15 01 ０９ 事業改善シート （２４年度実施事業分）　　□予算要求　　□予算案　　　■点検

事　業　名 交通関係講習経費交通関係講習経費交通関係講習経費交通関係講習経費
担

当

課

部局 警察本部　

課・室 東北信運転免許課

＜参考＞

総合５か年

計画

プロジェクト  E-mail police-touhokushinmenkyo@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開

４－２ 県民生活の安全確保

　     ２　交通安全対策の推進 実施期間 S35


